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１　防災教育の背景と理念
（1）東日本大震災が教育界へ与えた衝撃
　東日本大震災が児童生徒、教職員及び学校施設に与えた被害状況は前章のとおりである。福島県の
状況も先述のとおりであり、この数字から教育界においても東日本大震災は、未曽有の震災であった。
　この東日本大震災後、文部科学省はすぐに「東日本大震災を受けた防災教育・防災管理等に関する有
識者会議」を招集し、同年９月に中間とりまとめを、そして翌年７月には最終報告を公表した。この会
議での論議を受け、震災後の児童生徒の発達の段階に応じた防災教育の在り方は、学校防災参考資料「生
きる力を育む防災教育の展開」として、平成 25 年３月に刊行され、国内の全学校に配布された。また、
東日本大震災１年後には、「学校防災（地震・津波・災害）マニュアル作成の手引き」が刊行され、全国
の学校がそれまでの防災マニュアルの見直しにかかったことは周知のとおりである。
　しかし、東日本大震災によって、はじめて学校安全が注目されたわけではない。平成 21 年４月には「学
校保健安全法」が施行され、総合的な学校安全計画の策定による学校の安全の充実が求められていた。

　その背景として、大阪教育大学附属池田小学校、寝屋川市の小学校での不審者侵入による殺傷事件、
校内での転落事故、校外での交通事故など、生活安全（防犯も含む）、交通安全とともに災害安全（防
災と同義）への対応も喫緊の課題であったことが挙げられる。災害安全としては、阪神淡路大震災（1995）
以降も中越地震（2004）や中越沖地震（2007）等の地震だけでなく、新潟福島豪雨（2004）など、学
校が避難所になったり、学校の再開に向けた取り組みが求められたりするなど、教職員が献身的に対
応にあたった経験を踏まえて、様々な自然災害に対して学校安全の充実が図られる必要があった。
　東日本大震災後は学校保健安全法を見直すというよりも一層進めていくために、平成 24 年４月に「学
校安全推進の計画」が出された。ここでは、安全に関する知識の習得、行動する力の育成が重視され
ている。しかし、指導時間の確保や指導内容の体系化、教育手法の整備などが課題とされている。

（2）「生き抜く力」を育む防災教育
　東日本大震災が発生したのは、新しい学習指導要領（平成 20 年）による教育活動が実施される直前
であった。今回の学習指導要領では、小学校から高等学校まで、改訂の基本的考え方として、新教育
基本法を踏まえながら、引き続き「生きる力」の育成が重視されていた。

東日本大震災前後の学校防災

学校防災マニュアル作成の手引き（24年3月）学校防災マニュアル作成の手引き（24年3月）

学校防災参考資料作成（25年3月）学校防災参考資料作成（25年3月）

直前の対策

学校安全に関する規定の整備

学校保健安全法
（平成21年4月施行）

学校安全推進の計画
（平成24年4月）

学校保健法
（昭和33年法律第56号）

子どもの安全を脅かす事件、事故及び自然災害に対応した
総合的な学校安全計画の策定による学校安全の充実

防災教育・防災管理等に関する有識者会議
（23年9月中間とりまとめ）（24年7月最終報告）
防災教育・防災管理等に関する有識者会議
（23年9月中間とりまとめ）（24年7月最終報告）
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　「生きる力」を謳った学習指導要領による教育は、第三の教育改革と呼ばれることがある。確かに、
「いかなる時代の変化にも対応でき、他人を思いやり、協力することができる力」は、まさに震災体験
を通して求められる福島県の子どもたちの「たくましく生きる力」であろう。また、現在直面してい
ることだけでなく、将来に予想される様々な困難を乗り越え、自己実現に向けての「生き抜く力」に
もつながる。これを培うためにも学校での知識や技能の習得が自分の日常生活や将来への「生き抜く力」
ともなる思考・判断・表現の力と結びつくような教育活動が求められる。その具体的な教育活動の一
つが、防災教育と言える。
　学習指導要領には、重要事項として、環境教育、安全教育、情報教育、キャリア教育、食育、消費
者教育が挙げられている。これらは、これからの時代を「生き抜く力」と密接に関わっている。まさ
に習得した知識・技能が、実生活での行動に反映されるべき内容とも言えるが、それぞれの事項は相
互に連動するところも多い。また、教科横断・総合的な防災教育とも大きく関連している。
　ところで、これまで、日本の教育改革は国際社会からの強い影響によるものと言われることもあった。

「生き抜く力」を育む福島の防災教育

防災教育が
最適？
防災教育が
最適？

防災教育との
関連性

言語活動・理数教育・伝統や文化に関する教育・
道徳教育・体験活動・外国語教育の充実

環境教育、安全教育、情報教育
キャリア教育、食育、消費者教育

1. 「生きる力」の育成
2. 知識・技能の習得と思考力・判断力・
 表現力等の育成のバランス重視
3. 道徳教育や体育などの充実により、
 豊かな心や健やかな体を育成

教育内容の主な改善事項 持続可能な社会をつくる重要性

平成23年度より新学習指導要領による教育活動平成23年度より新学習指導要領による教育活動

重要事項

改訂の基本的考え方

「第三の教育改革」と東日本大震災
教育方法の
確立

知識
技術

明確な目的
モデル・見本

明治：学制

戦後：民主主義

対欧米の科学技術

平成7年  阪神淡路大震災

平成23年  東日本大震災

教育内容・方法の模索

現在：「生きる力」の育成
平成10年→20年

自然環境・エネルギー・国際社会…自然環境・エネルギー・国際社会…

社会的背景・時代のニーズ

教育改革（教育の転換期）

評価・成果の可視化が容易
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確かに明治の学制、戦後の民主主義の教育は、その点も否定できない。第三の教育改革も国外からの
刺激によるものと考えられることがある。TIMSS（国際算数・数学、理科動向調査）や OECD 生徒の
学習到達度調査（PISA）など国際調査の結果が反映された学習指導要領など、日本の教育界に与える
影響が無視できないからである。また、経済界では、TPP などの外圧に対応するための教育の重要性
も指摘されている。
　さらに、教育を取り巻く環境として、国際社会からの刺激に加えて、大震災への対応という国内の
厳しい状況も考えてみたい。そもそも「生きる力」という言葉は平成７年の阪神淡路大震災後の学習
指導要領（平成 10 年）に登場し、この年、文部省（当時）より「生きる力を育む防災教育の展開」（こ
の改訂版が平成 25 年３月に発行、各学校に配布）が刊行された。
　いずれにしても、これまでの教育改革のように、他の国にモデルやお手本があるわけではない。期
待されるのは、かつてのように、日本より進んだ欧米の科学技術等の知識や技能を効率よく習得させ
る教育とは異なったものとなる。それだけに、今後は何をどのように教えるのか、学校や教員も戸惑
うことがあるのも事実である。
　本稿で述べる「生き抜く力」の育成は、自然との関わり、科学技術やエネルギーとの関わり、環境
との関わり、国際社会とのつながり等、様々な複雑なこれからの時代に対応した教育に求められるも
のである。福島県の防災教育には上のことを具現化する一つの方法と期待される。

（3）持続可能な社会の構築と防災教育
　1990 年代は、環境保全の認識が教育界にも広がり、文部省（当時）より、「環境教育指導資料」が中
学校・高等学校編、資料編、小学校編と相次いで刊行された。しかし、国際的には、1997 年の「環境
と社会：持続可能性に向けた教育とパブリック・アウェアネス」国際会議（ギリシア・テサロニキ会議）
以降、「環境教育」と「持続可能な開発のための教育」（Education for Sustainable Development； 持続
発展教育とも呼ばれる。以後、ESD と略記する）を同じように捉えるようになる。ここでは、「持続
可能性に向けた教育全体の再構築には、全ての国のあらゆるレベルの学校教育・学校外教育が含まれ
ている。持続可能性という概念は、自然環境だけではなく貧困、人口、健康、食料の確保、民主主義、
人権、平和をも包含するものである。」と示された。
　日本においても 1999 年中央環境審議会答申「これからの環境教育・環境学習−持続可能な社会をめ
ざして−」の中で「・・・このまま人類が、大量生産・大量消費・大量廃棄型の社会経済活動やライ
フスタイルを続けると、地球環境に取り返しのつかない影響を及ぼすことは明白である。こうした危
機的状況に対処するためには、持続可能な社会の実現に向け、現在の社会経済活動やライフスタイル、
そしてそれを支える社会システムを根本的に見直すことが不可欠である。そのためには、国民一人一
人が、環境が人類に与える計り知れない恵みを理解し、環境を大切に思う気持ちを育むことが大切で
あり、その上で、それぞれの日常行動が環境にどのような影響を与えているか、また、そのことが自
分たちの生活や将来の世代にどのような影響を及ぼすかなど、人間と環境との相互作用について正し
く認識し、実際の行動に生かしていく必要がある。」と記された。
　日本政府は、ヨハネスブルク地球サミット後、2005（平成 17）年から始まる 10 年を「国連持続可
能な開発のための教育（ESD）の 10 年」として提案し、2002 年９月第 57 回国連総会において全会一
致で採択された。ESD とは、「地球規模の環境破壊や、エネルギーや水などの資源保全が問題化されて
いる現代、人類が現在の生活レベルを維持しつつ、次世代も含む全ての人々により質の高い生活をも
たらすことができる状態での開発を目指すものであり、個人個人のレベルで地球上の資源の有限性を
認識するとともに、自らの考えを持って、新しい社会秩序を作り上げていく、地球的な視野を持つ市
民を育成するための教育への期待」でもある。東日本大震災後は ESD が喫緊の課題となったと言える。
　ESD は持続可能な社会づくりのための担い手づくりであり、ESD の実施には、特に次の２つの観点
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が必要とされている。それは、①人格の発達や、自律心、判断力、責任感などの人間性を育むこと②
他人との関係性、社会との関係性、自然環境との関係性を認識し、「関わり」、「つながり」を尊重でき
る個人を育むことである。このうち、①については、これまでの学校教育の中で目指されていたもの
である。②については、これからの教育で特に意識したい。自然と人間、人間と人間（社会）との関
わりを考える防災教育にとっても重要な観点である。
　さて、ESD で育みたい力には、体系的な思考力（問題や現象の背景の理解、多面的・総合的なもの
の見方）、持続可能な発展に関する価値観（人間の尊重、多様性の尊重、非排他性、機会均等、環境の
尊重等）を見出す力、代替案の思考力（批判力）、情報収集・分析能力、コミュニケーション能力がある。
いわゆる OECD − PISA 型のリテラシーにしても、「総合的な学習の時間」にしても、ねらいとする
これからの子どもたちに育成が期待される能力・資質は大きく変わらない。これらの力をつける具体
的な教育活動の一つに防災教育が挙げられる。

（4）ESD（持続発展教育）を通した「福島から世界へ」の期待
　ESD の実践を意図した教育とは、具体的にどのような内容を取り扱ったものがあるのだろうか。持
続的な発展のために必要な知識、価値観、行動を伴う教育活動の例として、「環境教育」、「エネルギー
教育」、「世界遺産・地域遺産教育」、「国際理解教育」などが挙げられている。それだけでなく、図の「○
○教育」など、先述した持続可能な社会の担い手をつくるための教育であれば、各地域や学校、子ど
もたちの実情に合わせて、様々な教育活動が展開されることが期待されている。
　そこで、「〇〇教育」として「自然災害に関する防災・減災教育（防災教育）」を入れることもできる。
つまり、ESD の基本的な考え方を踏まえると、「自然災害に関する防災・減災教育」は、重要な取り組
みの一つとなる。それどころか、本書で取り扱う福島県をテーマとした防災教育は、「環境教育」、「エ
ネルギー教育」、「世界遺産・地域遺産教育」、「国際理解教育」のすべてに関連するものである。

　先に述べたように、具体的にどのような活動によって、めざす力を子どもたちにつけたいのかを考
えてみることが、ESD の取り組みにとって重要な意味を持つ。 また、福島の防災教育や復興教育は独
自の ESD として、世界に発信が期待できる。

ESDの基本的考え方

環境、経済、社会の統合的な発展

持続的な発展のための
知識・価値観・行動

国際理解
教育

気候変動

防災教育

生物多様性 その他
関連する学習

世界遺産や
地域の文化財等
に関する学習

環境教育 エネルギー
教育

教科・領域・総合的な学習・学校行事等教科・領域・総合的な学習・学校行事等
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　今日、自然災害への対策は国際的な課題であり、よく知られているように世界の平和と安全の維持
を目的として、国連の活動がある。近年では、貧困や差別も平和を脅かすものとして国連の重要な新
たな課題となっている。しかし、平和と安全の維持を考えると自然災害に対する取り組みも国連のこ
れからの役割として無視することができない状況になっている。
　近年の国連の自然災害に対する取り組みを見ていくと、1990 年からの 10 年を「国連防災の 10 年」
として、各国に啓発を呼びかけてきた。1994 年には横浜市で第 1 回目の国連防災世界会議が開催された。
2000年には、国連総会の中で、 ISDR（ International Strategy for Disaster Reduction：国連世界防災戦略）
というプログラムが設立された。これは、自然災害やそれに関連する事故災害および環境上の現象か
ら生じた人的、社会的、経済的、環境的損失を減少させるための活動にグローバルな枠組みを与える
という目的をもっている。ISDR は、防災の重要性についての各国の認識を高めることによって、災害
からの回復力を十分に備えたコミュニティーを作ることを目ざし、これらが持続可能な社会の形成に
不可欠であると捉えている。そのため、国連組織として、ISDR 事務局が設置され、これが防災に関す
る戦略及び計画・調整の中心となっている。具体的には、ISDR 事務局は、世界防災白書を発行したり、
自然災害や災害リスクについての理解を広めるための啓発活動を行ったりしており、防災に関する国
際情報センターとしての機能を有する。
　兵庫県南部地震から 10 年後の 2005（平成 17）年１月には、ISDR が中心となって、兵庫県神戸市
で第 2 回目の国連防災世界会議が開催された。この会議の中で、2005 年から 2015 年までの行動計画
が採決され、これが兵庫行動枠組（HFA） と呼ばれている。これは日本が国連の中でリーダーシップ
を発揮できた機会である。HFA では、優先行動として、次の５つのテーマが採択された。1. 災害リス
クの軽減は、実施に向け、強い組織的な基盤を持つ国家・地方での優先事項であることを保証する。2. 災
害リスクの特定、評価、監視及び早期の警告を強める。3. 全てのレベルにおいて、安全と災害への対
応の文化を築くための、知識、技術革新、教育を用いる。4. 潜在的なリスク要因を削減する。5. 全て
のレベルにおいて、効果的な対応のために、災害への準備を強める。この中で、3. についてが、学校
教育と最も関連している。3. についての項目の説明は、「人々に十分な情報が伝達され、防災や災害に
強い文化に対して意欲的であれば、災害はかなり削減することができる。そのためには、災害、脆弱性、
能力についての関連知識や情報を収集・編集し、それらを普及させることが必要である。」と記されて
いる。この主要な活動として、「情報の管理及び交換」、「教育とトレーニング」、「研究」、「社会的な啓発」
が順に挙げられている。
　そして、2015（平成 27）年 3 月には、第 3 回目の国連防災世界会議が宮城県仙台市で開催される。
一つのテーマでの国連世界会議が全て日本で開催されるのは他に例を見ないと言ってもよい。内閣府、
文科省等から構成される国連防災世界会議日本連絡会主催パブリックフォーラムでは、宮城県・福島県・
岩手県の各教育委員会からの防災教育や復興教育の取組も紹介される。
　日本はこれまで、国連の分担金は常
に、アメリカに次いで第 2 位の供出額
である。これまでは、国際社会に対し、
お金を出しても口を出さないと言われ
る日本のスタンスであったが、今後は
自然災害への対応を中心に世界の平和
と安全のためにリーダーシップを取れ
る人材の育成も期待したい。

2012－14年	国連通常予算分担率・分担金
2012 年 2013 年 2014 年
分担率 分担額 分担率 分担額 分担率 分担額

1 米国 22.000 568.8 米国 22.000 618.5 米国 22.000 621.2
2 日本 12.530 296.1 日本 10.833 276.1 日本 10.833 276.5
3 ドイツ 8.018 189.5 ドイツ 7.141 182.0 ドイツ 7.141 182.2
4 英国 6.604 156.1 フランス 5.593 142.5 フランス 5.593 142.7
5 フランス 6.123 144.7 英国 5.179 132.0 英国 5.179 132.2
6 イタリア 4.999 118.1 中国 5.148 131.2 中国 5.148 131.4
7 カナダ 3.207 75.8 イタリア 4.448 113.3 イタリア 4.448 113.5
8 中国 3.189 75.4 カナダ 2.984 76.0 カナダ 2.984 76.2
9 スペイン 3.177 75.1 スペイン 2.973 75.8 スペイン 2.973 75.9
10 メキシコ 2.356 55.7 ブラジル 2.934 74.8 ブラジル 2.934 74.9

分担率（％）／分担金額（100万ドル）／平成26年1月現在、外務省
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２　福島県の自然環境と人間活動
（1）福島県で発生する災害の多様性と自然の二面性
　福島県は、東北地方の一番南、東京からはおお
むね 200 キロメートル圏内に位置している。人口
は、2008（平成 20）年 10 月１日現在で、2,055,496
人となっている。面積は、13,782 平方キロメート
ルで、全国では、北海道、岩手県についで３番目
の広さである。
　自然災害を含め、災害は様々な観点から分類
することができる。図は独立行政法人防災科学
技術研究所による分類を示したものである。こ
の図で記されているほぼ全ての災害が近年の福
島県で発生している。

　地震や津波だけでなく、近年では急激な上昇気流の発生から、集中豪雨や竜巻、落雷などにも備え
ておく必要がある。福島県で生じる可能性の高い自然災害の種類は多く、理解しておく必要がある科
学的な知識や備えておかなければならない取組も多い。しかし、地域の自然環境を危険性や不安を掻
き立てられるものとして、否定的に捉えるのではなく、それだけ、福島県は自然が豊富であると肯定
的に捉えた教育活動を行うことを期待したい。つまり、後述する福島県の優れた自然景観や様々な農
林水産物を産み出す自然環境の特色とともに取り上げることである。
　現状として、理科教育において、自然災害の原因ともなる地学的・地理的な知識が、必ずしも義務
教育段階では取り扱われているとは言えない。各地域の特色は、学習指導要領の教科の内容の取り扱
いとして記述に限界がある。また、高校地学の履修率の低さから見て、地盤災害や気象災害とも関連

大分類

災害 自然災害 風水害

地震災害・
津波災害  

地震
津波
暴風
竜巻
豪雨
洪水
高潮
地すべり
土石流
がけ崩れ
噴火火山災害
豪雪雪害

火事災害（火災）
事故災害 原子力災害

（独）防災科学技術研究所分類

福島県は全ての
災害が…

災害名
防災基本計画の
「編」名

現象名
災対法・
防災基本計画  等
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した地質や地形、気象などをどこで学ぶべきか、課題もある。地域を学ぶ上で、自然環境を詳しく取
り扱うことは、自然災害に備える上でも不可欠である。
　東日本大震災前から釜石の津波防災教育では、「釜石に住むのであれば津波に備えるのは当たり前」
という災害文化の形成と「津波はたまにくるけれど、釜石はこれほどまでにすばらしいところである」
という郷土愛の育成が同時になされていた。この理念を持った災害文化の形成が震災時の「釜石の奇跡」
につながったと言えるだろう。同時に復興への意識の強さは、育成された郷土愛がもとになっている
とも考えられる。
　自然災害が発生すると、学校教育の取扱いでも、子どもの命を守る観点から、自然の怖さや恐れが
強調されがちになる。しかし、自然は日常では、地下資源や食糧資源など物質的な恵みだけではなく、
繰り返して述べるように温泉や観光資源などの精神的な恵みを含めて、様々な恩恵を人間に与えてく
れる。そもそも自然は人間にとって、都合よくできるわけではない。このような自然の持つ二面性を
子ども達に認識させることが自然と人間との関係を考えるにあたっても重要である。
　確かに日本列島及びその周辺では４枚のプレートが衝突し、また、温帯モンスーンに属しているた
めに、地震・火山活動などの地殻変動による現象と、台風や集中豪雨等の気象災害に見舞われること
が多い。いわば前者は地球内部のエネルギーによって、地表面の凹凸をつくる働きであり、後者は太
陽エネルギーによる水の循環によって、地表面を平坦にする働きである。つまり、地表面はこの二つ
の働きによって平衡を保っており、日本列島では、このような危険な場所にわずかな安全の地を求め
て生活していくしかないと言っても過言ではない。

（2）福島県に災害をもたらす自然環境
①　福島県の気候・気象条件について
　福島県は、南から北へつらなる阿武隈（あぶくま）高地と奥羽（おうう）山脈によって、中通り・会津・
浜通りの３つの地方に分けられる。同じ福島県でも、この３つの地方では、気候が大変違っている。

福島県の自然災害

自然の二面性

自然の恩恵

自然災害
日本列島の特色

自然の怖さ、自然への恐れ

自然の豊かさ、自然の恵み
自然界の平衡

著しい地殻変動
（火山活動・地震）
豊富な降水量
（台風・洪水）

太陽からの
エネルギー

人間生活
への影響

地球内部の
エネルギー

資源
福島県における
多種の自然災害
発生の可能性

自然
景観

自然現象



― 29 ―

Ⅰ

福
島
県
の
防
災
教
育
を
す
す
め
る
に
あ
た
っ
て

会津地方 中通り地方 浜通り地方

　日本海側の気候で、夏は山間
部では涼しくなるが、盆地では
蒸し暑くなる。冬は、たくさん
の雪が降り、気温もかなり低く
なる。

　日本海側と太平洋側の気候
の中間の気候である。夏は山間
部ではそれほど暑くならないが、
盆地ではかなり蒸し暑くなる。
冬は冷たい風が吹き、雪も降る。

　太平洋側の気候で、梅雨の時
期と秋に雨が多く、夏も海からの
涼しい風が吹き、それほど気温
が上がらない。冬は、県内で一
番暖かく、雪がほとんど降らない。
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　県内では、各地域によって桜の花が咲き始める時期が違う。浜通り地方では、４月上旬に桜の花が
咲き始める。（桜前線の図参照）
　木の葉が赤や黄色に変わる紅葉の時期も各地域によって違う。会津地方の尾瀬では、９月の中頃に
紅葉が始まる。（紅葉前線の図参照）
福島県内の平均値：1981 年～ 2010 年の平均値（福島地方気象台：福島県の気候より）

http://www.jma-net.go.jp/fukushima/index.html

平年値：月間降水量（ミリ）

平年値：月平均気温	（℃）

平年値：月最深積雪（㎝）

	
平年値：月間日照時間（時間）

1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月

福島
若松
小名浜

200

180

160

140

120

100

80

60

40

20

0

0

50

100

150

200 小名浜
若松
福島

観測所 1 月 2 月 3 月 4 月 5 月 6 月 7 月 8 月 9 月 10 月 11 月 12 月
福島 1.6 2.2 5.3 11.5 16.6 20.1 23.6 25.4 21.1 15.1 9.2 4.4
若松 -0.6 -0.1 3.3 10 15.7 20.1 23.5 25 20.3 13.5 7.1 2.2

小名浜 3.8 4 6.6 11.3 15.2 18.4 22 24.2 21.5 16.4 11.1 6.4

観測所 1 月 2 月 3 月 4 月 5 月 6 月 7 月 8 月 9 月 10 月 11 月 12 月
福島 19 17 9 1 0 − − − − 0 1 11
若松 49 48 28 3 0 − − − − 0 3 30

小名浜 − − − − − − − − − − − −

観測所 1 月 2 月 3 月 4 月 5 月 6 月 7 月 8 月 9 月 10 月 11 月 12 月
福島 132 142.3 174.2 186.4 187.5 136.6 123.6 152.5 114.2 135.8 128.3 125.2
若松 78.5 98.8 138.2 172.7 193.6 161.9 159.9 198.7 132.1 121.5 86.8 70.7

小名浜 189.8 177.9 185.5 188.8 188.6 142.1 147.9 185.7 139.5 152.7 160.5 183.6

桜前線 紅葉前線
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②　福島県の地質、地形について

地質
　本県は、奥羽山脈以西の新第三系が広く発達する “ グリー
ンタフ地域 ” から、先第三系の基盤岩類からなる阿武隈山地、
さらにはその東側の第三系・第四系が発達する太平洋沿岸の
丘陵地域にまたがっている。そのため、古生代から第四紀に
わたる様々な地質時代の、多種多様な地層・岩石が分布する
という特徴がある。

ア　会津地方
　本県の西半分をしめる広大な地域のため、その地質も多岐
にわたっている。
　北部の県境付近の飯豊山一帯、西会津郡西部の伊南川流域
及び会津盆地南方の大戸岳周辺には、中生代の堆積岩類と花
崗岩類が分布しており新第三系の基盤となっている。
　会津盆地周辺山地及び阿賀川・只見川流域の広い地域には、
緑色凝灰岩を主とする堆積岩類・火山岩類からなる海成の新
第三系が厚く発達している。また、会津盆地西縁の丘陵には
陸水成の堆積物からなる鮮新・更新系が広く分布している。
さらに、南会津町中央部から昭和村にかけての地域と沼沢湖
周辺の地域及び会津盆地東南縁の背炙山一帯には、鮮新世以
降の新しい時代に噴出したデイサイト質溶結凝灰岩が広く分
布している。
　一方、会津・田島・野沢などの内陸盆地には未固結の第四
紀層が発達するほか、猪苗代湖付近の奥羽山脈には、新第三
系をおおって磐梯山や猫魔ヶ岳などの火山噴出物が分布する。
　地質構造としては、様々な方向性の褶曲や断層が各所にみ
られるが、比較的新しい時期のものとしては、棚倉破砕帯の
北方延長部に位置する川桁山断層や会津盆地西縁に発達する
褶曲構造などがある。

イ　中通り地方
　阿武隈川及び久慈川に沿った低地と、奥羽山脈や八溝山地などの山地部でそれぞれ特徴ある地
質が発達している。
　南部の県境付近に位置する八溝山地には、一部花崗岩により熱変成を受けた中生代の堆積岩類
が分布しており、会津地方の先第三系基盤岩類とともに一連の地質区（足尾帯）を構成している。
　福島盆地周辺、本宮市及び郡山盆地の西側一帯、さらには棚倉町周辺の久慈川流域には新第三
系中新統が広く分布している。また、白河市北方から須賀川市の西部にかけては、新第三系を不
整合におおって、デイサイト質の溶結凝灰岩が広く分布している。

第四紀

新第三紀

古第三紀

白亜紀

ジュラ紀

三畳紀

ペルム紀

石炭紀

デボン紀

シルル紀

オルドビス紀

カンブリア紀

地　球　の　誕　生

現　　代

中
生
代

古

　生

　代

先カンブリア時代

新
生
代

170万年前

2400万年前

6500万年前

1億4300万年前

2億1200万年前

2億4700万年前

2億8900万年前

3億6700万年前

4億1600万年前

4億4600万年前

5億0900万年前

5億7500万年前
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　阿武隈川流域の福島・郡山・白河などの内陸盆地には第四系が広く発達しているほか、奥羽山
脈には、脊粱火山列に属する吾妻・安達太良・那須などの火山があり、安山岩質の火山噴出物が
新第三系をおおって分布している。
　地質構造としては、島孤の地質区を画する棚倉破砕帯が久慈川に沿って発達するほか、新しい
構造としては福島盆地西縁断層などがある。
ウ　阿武隈山地

　この地域は、大部分が中生代白亜紀の花崗岩類からなっている。このうち北部阿武隈山地には
主として古期花崗閃緑岩が分布し、新期の各種花崗岩類は山地西縁部や東縁部に分布している。
南部の東白川郡からいわき市西部にかけては、高温低圧型の御斎所変成岩及び竹貫変成岩が発達
している。また、各所に小規模なはんれい岩体が、花崗岩に貫入された形で分布している。
　一方、山地内部の谷底部には、最終氷期以降の第四紀層が小規模に分布している。
エ　浜通り地方

　この地域北部の阿武隈山地北東縁には、畑川破砕帯の東側に相馬古生層が、さらに双葉断層に
沿って中生代の相馬中村層群が分布している。また、南部のいわき流域にも古生層と中生代後期
の双葉層群が分布している。これらはいずれも、砂岩、泥岩（粘板岩）、石灰岩などの堆積岩からなっ
ている。
　いわき流域には、石灰層を挟む古第三系（白水層群）が白亜系を不整合におおって発達するほか、
双葉郡以南には新第三系が南北に分布している。また、太平洋沿岸の丘陵及び低地には鮮新系や
第四系が広く分布している。
　地質構造としては、阿武隈山地東縁部の畑川破砕帯のほか、双葉断層が阿武隈山地の縁に沿っ
てほぼ南北に発達している。

出典：「野外観察の手引き……中通り・会津の地層と川原」
（福島県教育センター1981 年 2月15日発行）
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福島県内の活断層分布図
断層は新編「日本の活断層」（1991）より
ー：活断層であることが確実なもの
ー：活断層と推定されたり、その疑いがあるもの

①会津盆地西縁断層帯
②福島盆地西縁断層帯
③双葉断層

（この図は国土地理院発行の数値データを用いて作成）

▲吾妻山

▲磐梯山
▲安達太良山

▲那須岳

　

　

　西暦 1611 年の会津地震は、会津盆地西縁断層帯の活動によるものとの指摘がある。この断層は会津
地方の喜多方市付近から南方に向って、会津盆地と西側の山地との境界付近に分布している。その他に
は歴史時代に地震を発生させたことが明らかになっている活断層はないが、比較的新しい時代に活動し
たことが確実な活断層としては、福島盆地西縁断層帯と双葉断層がある。福島盆地西縁断層帯は、中通
り地方北部の福島盆地の西縁に分布している断層帯で、北方は宮城県の白石市付近まで連続している。
双葉断層は、宮城県の阿武隈川河口付近から、浜通り地方をほぼ南北に連続し、いわき市の北部に至る
長い断層で、このうち相馬市から原町市にかけての区間が活断層であることが確実とされている。
　福島県では、会津盆地西縁断層帯については平成 10 年度～平成 13 年度に、福島盆地西縁断層帯につ
いては平成８年度及び平成９年度に、また、双葉断層については平成８年度～平成 10 年度に、それぞれ
断層の位置、断層の活動間隔や活断層が活動したときに発生する地震の規模などに関する調査を行った。

会津盆地西縁断層帯、福島盆地西縁断層帯及び双葉断層の調査結果をまとめると下の表のとおりである。

断層名 活断層の
長さ 最新の活動時期 活動間隔 一回の変位量 地震の規模

（マグニチュード）

会津盆地西縁断層帯 約35km 西暦1611年（会津地震）ないし
約1600年前～約1700年前 約3800年 2.5ｍ～2.7ｍ 7.3～7.4程度

福島盆地西縁断層帯 約50km 約950年前～約2000年前 約6000年～約8000年 不明確 7.7程度（注）

双葉断層 10数km 約2000年前 約7500年～約10000年 1.5ｍ～1.6ｍ 7程度

（注）この値は、福島盆地西縁断層帯の全線が一緒に活動すると仮定した最大値。

調査結果では、3 断層とも地震の規模（マグニチュード）が経験式によって算出されておりますが、これらは、将来、断層が活動
する場合の地震規模を数値化したものであり、今すぐこの規模の地震が起こることではありません。
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地形
　地形はその形成過程を反映した結果として形成されるものであり、地形が類似している場合、地
盤の性質も類似している場合が多い。国土数値情報等で整備されている地形分類は、地盤の成因、
形態、構成する地質、形成年代がそれぞれの基準の中において等質となるものをまとめたものであり、
地盤の構成と関係が深い。地震動は、地盤の統制により様々な大きさに増幅されるが、この特性と
地形との間に一定の相関関係があることがわかっている。
　つまり、地域の地形を把握することで地震動の危険度を概ね予測することが可能である。本県の地
形特性を地形分類からみると、以下に示すとおりである。

地形と災害の関係

地　形　区　分
震　　害　　特　　性

振　動　災　害 液　状　化　災　害 地　盤　崩　壊　等

山 地 ・ 火 山 地

◦比較的地盤が安定してお
り、安全。

◦危険はない。 ◦30度以上の急傾斜地風化の
進展した地域、表土層が厚
く堆積した地域では非常に
危険。

◦火山噴出物が厚く堆積した
斜面や、火山活動により岩
石の変質が進んだ地域で危
険性が非常に高い。

丘 陵 地 ・ 台 地

◦比較的地盤が安定してお
り、安全。

◦危険性はない。 ◦近年、都市近郊の宅地開発
が進み、丘陵の傾斜地、台
地の崖付近にも住宅が増
加、人工の崖も急増してお
り、崖崩れによる被害を生
じやすい。

盆 地

◦過去の事例より、本地形の
端部等において大きな被害
が出たとの報告もある。

◦河川沿い、湖沼付近、地下
水位の高い所では危険性あ
り。

◦比高の大きい自然堤防、砂
堆・砂州の縁部では、崩壊
や陥没、亀裂の発生可能性
がある。

低　
　

地

扇 状 地 低 地

◦一般に砂礫からなる硬地盤
で、比較的安全。

◦末端（扇端）は粒子が細か
く砂礫層も薄く、下部に軟
弱層があり、危険性は高
い。

◦地下水位の高い所や末端部
では危険。

◦比高の大きい自然堤防、砂
堆・砂州の縁部では、崩壊
や陥没、亀裂の発生可能性
がある。

三 角 州 性 低 地

◦危険性が高い ◦水路沿い等砂質の多い三角
州、砂丘の背後、砂堆、砂
州の縁辺部の海岸平野では
危険。

◦危険性は低い。

自然堤防・砂州

◦砂・礫からなり、低地の一
般面に比べて安全。

◦軟弱地盤上に粗粒砂が薄く
堆積している場合、危険。

◦地表付近に砂質土が堆積し
ている所は危険。

◦周辺部の地下水位が高い場
所は危険。

◦比高の大きい自然堤防、砂
堆・砂州の縁部では、崩壊
や陥没、亀裂の発生可能性
がある。
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地形分類からみた本県の地形特性
地　　形 特　　　　性

山　
　

地

大 起 伏 山 地

山地は、起伏量200m以上で、地質構造の複雑な部分で、細部分は傾斜が15度以上となっ
ている。そのうち大起伏山地は起伏量600m以上である。中央山地の豪士・栗子・檜原・
熱海、築部・高森、川桁・額取、西部山地の飯森・大塚、飯豊、大鳥、荒海、駒ヶ岳・朝
日、帝釈などの諸山地などの高所に分布する。

中 起 伏 山 地
山地のうち起伏量400m～600mの部分で、阿武隈山地の分水界附近および北東部、八溝山
地、中央布引山地の半田・雨塚、豪士・栗子、川桁・額取、会津布引・背炙、鬼面・天栄
西部山地の博士、駒止・船ケ鼻、七ツ岳などに分布する。

小 起 伏 山 地 山地のうち起伏量200m～400mの部分で、阿武隈山地の大部分、中央山地の東西縁、会津盆
地の周縁などに分布する。

山 麓 地 山地のうち起伏量200m以下の丘陵性山地で、山地に連続して分布する。阿武隈山地の西
縁、特に北西部、鬼面、天栄山地の南東部、飯豊山地の南部などに広く分布する。

火　

山　

地

大 起 伏 火 山 地 起伏量600m以上で、主として溶岩そのものからなる火山地である。吾妻、安達太良、鎌
房、那須、燧岳などの火山地の高所に分布する。

中 起 伏 火 山 地 起伏量400m～600mで、主として溶岩からなり、吾妻、安達太良、磐梯、猫魔、鎌房、燧
岳、浅草などの諸火山の中腹に分布する。

小 起 伏 火 山 地 起伏量200m～400mで、溶岩や火山岩屑からなり、吾妻、安達太良、磐梯、猫魔、鎌房など
の諸火山の中腹以下に分布する。

火 山 麓 地
火山麓にあり、主として火山砕屑物の二次的堆積物からなり、扇状地状の緩斜面をなす安
達太良の南東麓および西麓の沼尻山原、磐梯南麓の磨上原、猫魔西麓の雄国、上原付近に
広く分布する。

丘　

陵　

地

大 起 伏 丘 陵 地 起伏量100m～200mの丘陵地で、浜通り低地帯の南部、中通り低地帯の南西部などに分布
する。

小 起 伏 丘 陵 地 起伏量10m以下の丘陵地で、浜通り低地帯の中北部、中通り低地帯の南部に分布する。

火 山 性 丘 陵 地 起伏量200m以下で、火山性泥流または火砕流などからなり、多数の小丘が群がる丘陵地で
ある。磐梯山の北側及び南側、鎌房山の北西部などに分布する。

台　
　

地

ロ ー ム 質 台 地
（ 上 位 ）

火山灰質のロームによって覆われている台地で、浜通り低地帯中部に断片的に分布する上
位の台地、中通り低地帯では南部の台地の大部分がこれに属する。標高は地域によって差
がある。

ロ ー ム 質 台 地
（ 中 位 ）

火山灰質ロームによって覆われているが、相対的に高度が低い。浜通り低地帯中部に広が
る大部分の台地、中通り低地帯南部の一部の台地はこれに属する。

ロ ー ム 質 台 地
（ 下 位 ）

火山灰質ロームによって覆われる下位の台地は面積がかぎられ、断片的に分布するだけで
ある。

砂 礫 台 地
（ 上 位 ）

洪積世の砂、礫、粘土からなる台地、丘陵で、堆積層中にうすい火山灰をはさむこともあ
る。中通り低地帯中部の台地はこれに属するが、断片的には中通り北部および浜通り低地
帯南部にも分布する。海抜高度は地域によって差がある。

砂 礫 台 地
（ 中 位 ）

主として洪積世の砂礫、粘土からなる台地で、浜通り低地帯北部および南部中通りでは、
福島盆地、郡山盆地の一部に分布する。

砂 礫 台 地
（ 下 位 ）

主として洪積世の砂、礫、粘土からなる低い台地で、浜通り低地帯の北部、福島盆地の南
部、郡山盆地の一部などに分布する。

低　
　

地

扇 状 地 性 低 地 沖積低地のうち、扇状地と砂礫質の氾濫原が含まれる。各川の谷底平地は大部分これに属
する。

三 角 州 性 低 地
静水面を基準に堆積した低平な平地で、多くはシルトおよび粘土からなり、氾濫原、三角
州などを含む。概して排水不良の低地で、宇田、新田、藤原、木戸、夏井、鮫川などの諸
川の川口付近や猪苗代湖北の長瀬川川口に広く分布する。

自然堤防・砂州
自然堤防は阿武隈川の氾濫原に広く所在し、福島盆地北東部、郡山盆地の東部から本宮付
近にかけて典型的な自然堤防が分布する。砂州は太平洋に面する砂丘海岸に分布するが一
般的にその幅はせまい。

「平成７年度　福島地震・津波被害想定調査」平成８年３月より
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吾妻山は、西吾妻山をはじめ、家形山
（いえがたやま）、烏帽子山（えぼしやま）、
東吾妻山、一切経山（いっさいきょうざ
ん）等の比較的大きな山体のほか、吾妻
小富士、桶沼（おけぬま）、五色沼（ご
しきぬま）等の単成火山や火口湖からな
る火山群である。約 30 万年前から火山
活動が始まり、間欠的に噴火を繰り返し
て現在の火山群が形成された。

安達太良山は、箕輪山（みのわやま）、
鉄山（てつざん）、安達太良山、和尚山（お
しょうやま）の火山群からなっており、
火山体の中心には、沼ノ平（直径約１
km、深さ約 250m）と呼ばれる火口が
ある。火山活動については約 50 万年前
から、安達太良山北部で始まり、1899
～ 1900 年の噴気活動では、噴石、降灰、
爆風（サージ）が発生した。

磐梯山は、磐梯山、櫛ヶ峰（くしが
みね）、赤埴山（あかはにやま）から構
成されている。火山活動は数十万年前
から始まり、有史以降の噴火記録では、
水蒸気爆発型の噴火活動を繰り返して
いる。1888 年の噴火では、磐梯山の北
側山体が大規模に崩落し、大きな被害
が発生した。

那須本山は、栃木・福島の県境に位置
している。三本槍岳、朝日岳、茶臼岳（那
須岳）、南月山などを合わせて、那須火
山群と呼ばれている。約１万６千年前
には那須岳最大の噴火が発生し、火砕
流や降灰が広い範囲に到達した。その
後、那須岳は数千年おきにマグマ噴火
を、数十～数百年おきに水蒸気噴火を
発生させる活動を行ってる。

福島県の火山
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　河川は、農産物の育成に欠かせず、福島県の産業は河川に大きく依存している。一方で
河川の洪水等は大きな被害をもたらしてきた。代表的な河川として阿武隈川、阿賀野川を
簡単に紹介する。

阿武隈川の概要

　阿武隈川は、その源を福島県西白河郡西郷村大字鶴生の旭岳（標高 1,835m）に発し、大
滝根川、荒川、摺上川等の支川を合わせて、福島県中通り地方を北流し、阿武隈渓谷の狭
窄部を経て宮城県に入り、さらに白石川等の支川を合わせて太平洋に注ぐ、幹川流路延長
239km（福島県内 181km）、流域面積 5,400k㎡の一級河川である。
　その流域は、福島、宮城、山形の３県にまたがり、福島市をはじめとする 13 市 18 町８
村からなり、流域の土地利用は、山地等が約 79％、水田や畑地等の農地が約 18％、宅地
等の市街地が約 3％となっている。流域内には、福島県中通りの郡山市や福島市、宮城県
南部の岩沼市等の都市が上流から下流まで縦断的に存在し、この地域における社会・経済・
文化の基盤を成すとともに、自然環境・河川景観に優れていることから、本水系の治水・
利水・環境についての意義は、きわめて大きい。（平成 24 年 11 月、「阿武隈川水系河川整
備基本方針」国土交通省より）

阿賀野川の概要

　阿賀野川は、その源を栃木・福島県境の荒海山（標高 1,580m）に発し福島県では阿賀川
と呼称される。山間部を北流し、会津盆地を貫流した後、猪苗代湖から流下する日橋川等
の支川を合わせ、喜多方市山科において再び山間の狭窄部に入り、尾瀬ヶ原に水源をもつ
只見川等の支川を合わせて西流し新潟県に入る。その後、五泉市馬下で越後平野に出て新
潟市松浜において日本海に注ぐ、幹川流路延長 210km（福島県内 145km）、流域面積 7,710k
㎡の一級河川である。（平成 24 年 11 月、「阿武隈川水系河川整備基本方針」国土交通省より）

　他にも福島県には、只見川 145km・伊南川 80km・夏井川 67km 等が存在する。

福島県庁からの阿武隈川

福島県の河川
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（3）福島県の自然の恵みと人間生活
　福島県は、その豊かな大自然による雄大な景観、その大地に育まれて収穫される多くの農産品等の美味し
い食べ物と、まさに豊かな自然の恵みをふんだんに受けている。その自然の恵みの一端を下記に紹介する。

鶴ヶ城
白漆喰の外壁と調和した美しい姿をみせ、会津若松観
光の中心的存在として全国からの観光客が絶えない。 

こづゆ
昔から会津地方で冠婚葬祭の際に振舞
われた伝統料理である。干し貝柱でとっ
たダシ汁にサトイモやキクラゲなどの具
材を入れ、朱塗りの小皿に盛り付ける。

わっぱめし
木の板を丸く曲げて作られる曲げ
わっぱに、ご飯や具材を詰めて高
温で蒸し上げた郷土料理である。

喜多方ラーメン
コシのある平打ちちぢれ
太麺とシンプルな醤油味
のスープが特徴である。 

大内宿
江戸時代、日光と会津を結ぶ下野街道の交
通の要衝として栄えた宿場町である。国の重
要伝統的建造物群保存地区となっている。 

燧ヶ岳と尾瀬沼
燧ヶ岳は、尾瀬を代表する山でもあり、東北
の最高峰にもなっている。尾瀬沼に写し出
される逆さ燧も、訪問者を魅了している。

794の源泉からなる温泉
奥州三大名湯に数えられる飯坂温泉を
はじめ、古くから湯治場として知られ、
歴史ある温泉など、良質な温泉がほぼ
県内全域に分布している。

福島県では、それぞれの地域の自然条件を
生かしてさまざまな農産物が生産されてい
る。2007年(平成19年)の農業の総生産額
は、2,441億円で全国第12位となっている。
そのうち、米(コメ)が全体の4割以上を占め
ている。ほかにも、サヤインゲンやキュウリ、
トマトなどの野菜やモモやナシ、リンゴなど
の果物をはじめ、全国的に見ても生産量の多
い農作物がたくさんある。

花見山
写真家・故秋山庄太郎が「福島に桃源
郷あり」とたたえた地です。梅、桜、モク
レンなど色とりどりの花が咲き競う。

20以上のスキー場
中通りや会津地方にあり、良質な
雪質と、関東圏からのアクセスも
よいことから、多くの人々がス
キーやスノーボードを楽しむため
に、本県を訪れている。

磐梯山と猪苗代湖
猪苗代湖は、日本で４番目に広
い湖である。磐梯山を背にした
猪苗代湖の景観は、福島県を代
表するものである。

塩屋埼灯台
立地と、白亜の美しい外観
から「日本の灯台50選」に
も選ばれている。

アクアマリンふくしま
植物を含め生き物が生活する環境を再現し
た展示を行う環境水族館である。楽しみなが
ら生命の尊さ自然保護の大切さが学べる。

スパリゾートハワイアンズ
プールやスライダーで遊んだり、ポリネシア
ンショーを見たりと、一年中常夏空間を楽し
むことができる。

平成25年産
ももの都道府県別収穫量
（農林水産省）
福島県は、山梨県に次いで全国第２位
の収穫量となっている。山梨県が31％、
福島県が23％、長野県が12％となって
おり、この３県で全国の約７割を占めて
いる。

米
36.9

野菜
22.6

畜産
21.5

くだもの
12.0

花き2.9
工芸農作物1.9

その他2.2

山梨
3万9,100ｔ
（31％）

福島
2万9,300ｔ
（23％）

長野
1万5,400ｔ
（12％）

和歌山
9,590ｔ
（8％）

山形
8,080ｔ
（6％）

岡山
6,330ｔ
（5％）

その他
1万6,900ｔ
（15％）

収穫量
12万4,700ｔ
（100％）

農業産出額の割合（2007年）

相馬野馬追
500余騎の騎馬武者が
出場し、戦国絵巻を再現
した1000年余から受け
継がれる伝統行事であ
る。「世界一の馬の祭典」
と称されている。

日本酒
会津地方を中心として
日本酒酒蔵が多く、全国
的に知名度の高い酒蔵
も多数ある。

ふくしま餃子
あっさりした味の餃子
を円盤形に焼きあげる
のが特徴である。
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（3）福島県の自然の恵みと人間生活
　福島県は、その豊かな大自然による雄大な景観、その大地に育まれて収穫される多くの農産品等の美味し
い食べ物と、まさに豊かな自然の恵みをふんだんに受けている。その自然の恵みの一端を下記に紹介する。

鶴ヶ城
白漆喰の外壁と調和した美しい姿をみせ、会津若松観
光の中心的存在として全国からの観光客が絶えない。 

こづゆ
昔から会津地方で冠婚葬祭の際に振舞
われた伝統料理である。干し貝柱でとっ
たダシ汁にサトイモやキクラゲなどの具
材を入れ、朱塗りの小皿に盛り付ける。

わっぱめし
木の板を丸く曲げて作られる曲げ
わっぱに、ご飯や具材を詰めて高
温で蒸し上げた郷土料理である。

喜多方ラーメン
コシのある平打ちちぢれ
太麺とシンプルな醤油味
のスープが特徴である。 

大内宿
江戸時代、日光と会津を結ぶ下野街道の交
通の要衝として栄えた宿場町である。国の重
要伝統的建造物群保存地区となっている。 

燧ヶ岳と尾瀬沼
燧ヶ岳は、尾瀬を代表する山でもあり、東北
の最高峰にもなっている。尾瀬沼に写し出
される逆さ燧も、訪問者を魅了している。

794の源泉からなる温泉
奥州三大名湯に数えられる飯坂温泉を
はじめ、古くから湯治場として知られ、
歴史ある温泉など、良質な温泉がほぼ
県内全域に分布している。

福島県では、それぞれの地域の自然条件を
生かしてさまざまな農産物が生産されてい
る。2007年(平成19年)の農業の総生産額
は、2,441億円で全国第12位となっている。
そのうち、米(コメ)が全体の4割以上を占め
ている。ほかにも、サヤインゲンやキュウリ、
トマトなどの野菜やモモやナシ、リンゴなど
の果物をはじめ、全国的に見ても生産量の多
い農作物がたくさんある。

花見山
写真家・故秋山庄太郎が「福島に桃源
郷あり」とたたえた地です。梅、桜、モク
レンなど色とりどりの花が咲き競う。

20以上のスキー場
中通りや会津地方にあり、良質な
雪質と、関東圏からのアクセスも
よいことから、多くの人々がス
キーやスノーボードを楽しむため
に、本県を訪れている。

磐梯山と猪苗代湖
猪苗代湖は、日本で４番目に広
い湖である。磐梯山を背にした
猪苗代湖の景観は、福島県を代
表するものである。

塩屋埼灯台
立地と、白亜の美しい外観
から「日本の灯台50選」に
も選ばれている。

アクアマリンふくしま
植物を含め生き物が生活する環境を再現し
た展示を行う環境水族館である。楽しみなが
ら生命の尊さ自然保護の大切さが学べる。

スパリゾートハワイアンズ
プールやスライダーで遊んだり、ポリネシア
ンショーを見たりと、一年中常夏空間を楽し
むことができる。

平成25年産
ももの都道府県別収穫量
（農林水産省）
福島県は、山梨県に次いで全国第２位
の収穫量となっている。山梨県が31％、
福島県が23％、長野県が12％となって
おり、この３県で全国の約７割を占めて
いる。

米
36.9

野菜
22.6

畜産
21.5

くだもの
12.0

花き2.9
工芸農作物1.9

その他2.2

山梨
3万9,100ｔ
（31％）

福島
2万9,300ｔ
（23％）

長野
1万5,400ｔ
（12％）

和歌山
9,590ｔ
（8％）

山形
8,080ｔ
（6％）

岡山
6,330ｔ
（5％）

その他
1万6,900ｔ
（15％）

収穫量
12万4,700ｔ
（100％）

農業産出額の割合（2007年）

相馬野馬追
500余騎の騎馬武者が
出場し、戦国絵巻を再現
した1000年余から受け
継がれる伝統行事であ
る。「世界一の馬の祭典」
と称されている。

日本酒
会津地方を中心として
日本酒酒蔵が多く、全国
的に知名度の高い酒蔵
も多数ある。

ふくしま餃子
あっさりした味の餃子
を円盤形に焼きあげる
のが特徴である。
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３　科学・技術・社会の相互関連を取り扱う教育
（1）科学・技術・社会の相互関連の理解
＜ OECD 生徒の学習到達度調査（PISA）にみるこれからの学校教育で育成されるべき力＞
　2000 年より、教育に関する国際比較調査の一つとして、OECD 生徒の学習到達度調査（PISA）
が３年に１度実施されている。ここでは、そのコンセプトとして、「知識の習得において重要なことは、
それがより広い概念や技能に基づいており、かつ社会で直面する様々な状況や課題に適応できるよう
なものであるか。科学的リテラシーでは、今日の社会で議論になっている科学的な問題（エネルギー
消費、生物多様性、人間の健康）など広い概念や主題を理解する能力が、重要である。」とされている。
　東北地方太平洋沖地震による津波が福島第一原子力発電所の事故を引き起こした現在、改めて、科
学・技術・社会の相互関連を考えていく時期であろう。
　また、この調査では、「今日、国や文化を越えて生徒が身に付けるべき、広範で総合的な技能とい
うものが存在すると考えられる。これらにはコミュニケーション能力、対人関係能力、順応性、柔軟
性、問題解決能力、情報通信技術の活用能力などが含まれる。」と記載されている。今後、国内だけ
にとどまらず世界を見据えて活動が不可欠となる次世代に育成が必要なこれらの技能や「たくましく
生きる力」は、先述した ESD で求められる力と同じものと言える。

　上の図は、科学的リテラシーを重視した OECD 生徒の学習到達度調査の応用を重視した理科の授
業に関する生徒の認識を示したものである。明治以降、自然の現象や事物を体系的に取り扱った日本
の教育は必ずしも間違っていたとは言えない。また、ノーベル賞受賞者数が世界で最も多いアメリカ
の理科授業では、上表のように、社会や日常の問題と関連させているからと言って、直ちにアメリカ
の授業が優れているとは言えない。
　しかし、これからの日本の理科教育の在り方を考え直す必要がないとも言えないのも事実である。

「ほとんどもしくはすべての授業で各質問項目の事柄がある」
と回答した生徒の割合（％）

モデルの使用や応用を重視した理科の授業に関する生徒の認識

OECD平均
日本
台湾
アメリカ
フィンランド

A
59
26
59
68
61

B
46
19
56
57
41

C
38
12
35
58
31

D
34
16
44
50
20

E
30
11
26
50
25

A「先生は理科で習った考え方が、多くの異なる現象（例：物体の運動、似た性質を持
つ物質など）に応用できることを教えてくれる」
B「先生は、科学の考えが実生活に密接に関わっていることを解説してくれる」
C「先生は、理科を学校の外の世界を生徒が理解する手助けとなるように教える」
D「先生は、技術的な応用を例にして、いかに理科が社会生活と密接に関係してい
るかを解説してくれる」
E「生徒は、理科で習った考えを日常の問題に応用するよう求められる」
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（2）科学的リテラシーの育成

　「文明は発達すればするほど、天災による被害は激甚となる。」は、明治時代の科学者であり文豪で
もあった寺田寅彦の名言である。東北地方に発生した巨大地震、その後の津波被害を考えてみても、
明治 29 年の三陸津波、昭和８年の津波とも甚大な被害が発生したが、今回の地震・津波では、福島第
一原子力発電所の事故というこれまでには存在しなかった大きな被害が生じた。
　科学・技術の発達やそれへの期待は、社会の発展や人々の要望と深く関わっていることには疑いの
余地がない。防災・減災の問題や資源・エネルギー問題、環境問題への解決は、将来にわたって科学・
技術・社会の相互関連から、考えていく必要がある。また、教育活動においても、これらの関連性を
意識して取り扱う必要性がある。
　防災教育や環境教育がこれまでの教科教育と違うのは、知識や技能の習得が行動につながらなけれ
ばならないことである。例えば、防災を含めた安全教育は、学習者の行動に結びついてこそ意味がある。
また、必ずしも、答えが一つとは限らないことであり、場合によっては、授業を担当する教員だけでなく、
専門家すら回答に自信が持てないことも珍しくない。
　知識がいくら集積されても、それだけで問題の解決につながるとは限らない。むしろ、つながらな
いこともある。その中で、どのように意思決定すべきかは、個人レベルから国のレベルまで、今後ま
すます戸惑うことも考えられる。
　例えば、インフォームドコンセントという言葉が医療等ではよく使われる。「メリットやリスクなど
を専門家から説明を聞いて、納得した上で受ける」という内容である。東日本大震災後、国内において、
エネルギーについても様々な論議がなされている。この場合でも、利用することによって、どのよう
なメリットがあり、どのようなリスクを抱えているのかを、理解して納得して使い方を考えることが
必要である。いずれにしても、これまで学校教育で取り扱われてきたことは、答えはどこかに書かれ
ていることを前提として学んできたと言ってよい。しかし、今後は答えを学習者自身が求めていく姿
勢が必要である。さらに、様々な考えの人達や社会とどのように合意形成をすることができるのかを
学んでいくことも大切である。

科学・技術・社会の相互関連を取り扱う意義
これからの

教育活動の意義 科学

意思決定能力

個人の生き方
在り方

合意形成

人間、社会の
在り方

知識の蓄積だけ
では解決不可能

インフォームドコンセント

価値観

知識

行動

資源・エネルギー問題
防災・減災問題
環境問題

資源・エネルギー問題
防災・減災問題
環境問題

科学技術が進み、社会が発展しても解決できない問題

社会技術
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（3）科学・技術・社会相互関連から見た自然災害
　東日本大震災は、先の寺田寅彦の『天災と国防』の中に記された「この世の地獄の出現は、歴史の
教うるところから判断して決して単なる杞憂ではない。しかも安政年間には電信も鉄道も電力網も水
道もなかったから幸いであったが、次に起こる「安政地震」には事情が全然ちがうということを忘れ
てはならない。」の懸念通りとなったが、発達した科学技術と災害との関係は、今後も懸念される。
　平成 26 年 8 月、広島県で土石流による甚大な被害が生じた。気象災害による一般市民への直接の被
害にも科学技術を社会的文脈から捉えることができる。例えば、被害が生じた自然現象の原因として、
まずは複数の積乱雲群の連続的発生によるバックビルディングなどの気象要因が挙げられる。さらに、
住宅地の地盤が花こう岩地帯であったことも要因である。兵庫県南部地震では、地震動の衝撃により、
六甲山地から丘陵地の花こう岩の斜面崩壊が発生し、宅造地に多数の犠牲者と大きな被害が生じた。
風化花こう岩地帯に建築された住宅は、かつては建設技術から開発不可能であったところであったが、
日本列島の高度経済成長に伴い、大型重機の発達等にもよって一挙に大規模な開発が進んだ。つまり、
従来、開発することができなかった地域を、社会のニーズに応じた科学技術が可能にした。広島市の
土石流災害も地盤が風化されやすい花こう岩地帯であり、地質的には神戸地域の中山間地や丘陵と同
質である。開発と言う人間の自然への働きかけを捉えると、いずれの場合も科学、技術、社会の相互
関連の問題から災害の原因を考察することが重要である。今後、社会のニーズによる、あらゆる領域
における科学技術の開発は頻繁に発生する自然災害の可能性の検討を抜きにしては、持続可能な発展
が成り立たない。
　科学技術による開発と地震災害との関連は、阪神淡路大震災や東日本大震災によって初めて明確に
なったわけではない。近年では、1964 年に発生した新潟地震が注目された。翌年、新潟水俣病が発生し、
その後に新潟水俣病訴訟が生じる。熊本県での水俣病訴訟より、新潟水俣病の提訴が早かっただけで
なく、時間的にみると四大公害訴訟は新潟水俣病訴訟から始まった。この理由の一つには、企業側が
想定外の新潟地震のため、海岸近くの倉庫が損傷し、阿賀野川に農薬が流れ込んだと主張したことが
挙げられる。つまり、新潟地震の発生を企業側が公害発生原因の免責の理由に挙げたことに住民側が
抵抗したと捉えることもできる。
　平成 19 年 7 月に、中越沖地震が発生し、東京電力（株）柏崎刈羽原子力発電所が被害を受け、放射
性物質を原子力発電所から放出することになった。この時、東京電力は設計時の「限界地震」の最大 3
倍強の地震によるものと、原因を不可抗力として取り扱った。この地震は、原子力発電所が地震によっ
て、直接大きな被害を受け、しかも放射性物質を空中や海中に発電所から放出した初めての例である。
この教訓が、福島第一原子力発電所の地震等に対する安全性に全く活かされなかったとは言えないが、
十分に同じ原子力発電所を運営する電力会社が検討していたのか疑問視されることもある。

（4）科学・技術・社会相互関連から見た原子力災害
　福島大学名誉教授　鈴木浩氏（福島県復興ビジョン検討委員会座長等を務める）は、原子力災害の特
質を次のように語っている。

　

　いずれの災害でも、発生前から「地域防災計画」を立案しておく。通常の災害では、緊急避難を経て、
避難生活の支援が直後から始まり、次第に生活・生業支援にシフトしていく。ふるさとの復興について
も、緊急避難の後、復旧・復興、そして地域社会・地域経済の再生へと向かっていき、いつかは避難
生活とその支援も収束していく。ところが原子力災害では、原発自体について、事故の収束が最優先
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　科学技術社会（STS）の相互関連を捉える立場からすれば、こういったメタな観点から原子力災害
の特質を押さえておくことは大変重要である。
　原子力災害は、発生を把握する段階から他の災害と異なる。建物の崩壊や崖崩れでは、災害が目の
前に見える。しかし、多量の放射線は目に見えず、感じ取ることもできず、行政や報道からの情報に
頼らざるを得ない。それだけでもパニックを誘発する要因になるが、そこはそのような特質を十分念
頭に置いて、冷静な行動が求められる。しかし、冷静イコール何もしないという意味ではなく、「積極
的な冷静行動」が求められる。しばらくの間は、自分で最悪を想定して行動しなければ、命にまでか
かわる一大事になる。情報や指示が与えられるまで何もしないのも選択肢の一つだが、必要な情報が
即座に与えられないことは、すでに我々は体験済であり、「自ら判断する能力と行動力が求められる」
と多くの識者も指摘している。
　実際、JOC 事故（1999 年 9 月 30 日）の後、東海村の原子力発電所等に近い小学校では、毎年、原
子力災害避難訓練を実施している。子どもたちは、屋内に待避し、窓やカーテンを閉め、うがい、手
洗いをし、汚染を想定して服を着替える。脱いだ服は教室の一角に集められ、子どもたちは帽子をか
ぶり、マスク・手袋をして解除命令が出るまで待機するといった訓練内容である。
　したがってこれからの放射線教育は、このような放射線防御の観点を重視する側面も求められる。
それまでに培った知識、情報収集力、判断力が、緊急時に働く総合的な生きる力として、個々人の生
命に関わってくる。そのためには、時折の訓練と共に、日々の学習が何よりも重要である。

収束
しない

生活 ・ 生業支援

緊急避難

地域社会 ・ 地域経済再生

復旧 ・ 復興

事故収束

原発事故収束・廃炉

鈴木浩（福島大学名誉教授）「福島原子力災害」

ふるさとの復興

避難生活支援

廃炉

賠償

復興

除染

福島原発災害の特質

長期性

生活・生業再建、健康管理 ・ 食品管理

広
域
性

地
域
防
災
計
画

となり、廃炉を目指した動きが長期にわたって始められる。それだけではなく、避難生活支援では賠償
の問題が発生し、ふるさとの復興の前提として除染という段階が入ることから、復興の開始が遅れてし
まう。さらに、生活・生業の支援に加えて、健康管理や食品管理といった観点も加わり、何よりも避難
生活とその支援が長期化する。通常の災害と異なり、全体として影響は長期化し、広域にわたる。
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４　地域と連動した組織活動
（1）子どもを守るための新たな学校と地域との連携
　今日では、地域の安全、安心の確保の必要性から、平成 18 年に改正された教育基本法でも、「学校、
家庭及び地域住民等の相互の連携協力について」が新たに規定された。各学校においては、学校内外
の状況を踏まえたマニュアルや防災教育に関する年間指導計画の作成が求められている。それらは、
学校をめぐる様々な状況を掌握したうえで検討されていると言えるだろう。地域の防災教育を踏まえ
た上で、学校の安全計画を俯瞰的に見つめ直す機会を持つことも意味がある。学校を地域との関係や
日常の教育活動を踏まえた防災管理・防災教育について概観したものを下図に示した。

　学校の中からだけでなく、広い視野から地域を俯瞰しておくことも期待される。東日本大震災後の報告
書に「人と人とのネットワークを使って情報を入れることが一番速く情報がとれる。それには、普段の地
域の状況が大きく関わっている。地域と日常的にまとまっている学校では、そのことが安否確認の迅速さ
にも大きく関係していた。」のような被災地の学校からの報告もあった。これからの学校は学校関係者や保
護者だけでなく、地域や民間企業、行政等の関係者とも日常からネットワークを築いていくことが望まれる。

（2）これからの避難訓練、防災活動
　①　避難訓練の再考

　避難訓練は、防災マニュアルに則って各地域や学校で実施されているが、共通の課題も見られる。
多くの学校に見られる避難訓練や防災マニュアルなどの問題点を一部取り上げ、今後の防災活動へ
の取り組みとして検討してみたい。
　まず、これまでの避難訓練は、火災を想定しての形式的な訓練が多い。つまり、火災発生場所や
避難経路までが、あらかじめ決められているのである。さらに、火災であれ、地震であれ、発生直
後に放送による指示が防災マニュアルとして策定されていることが多い。ところが、先述したように、
大地震で、揺れが大きいと一次避難の放送ができない可能性がある（例えば、停電になると放送機
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器が使用できなかったり、サイレン等より前に地震が発生したりするなどもあり得る）。
　また、学校行事に組み込まれるなど、前もって、訓練の日程・時間が決められている。そのため、
教員も機械的に対応しがちであり、天候の条件も、晴天時など、避難訓練に支障がないように想定
されている。何より、これまでの避難訓練の問題は、教員の指示・誘導が前提となっているところ
が多いことである。確かに、東日本大震災においては、教員の適切な誘導等によって多くの児童生
徒の命が救われている。教職員の中には、地震が発生したのは、学校管理下の午後の時間であった
ことが不幸中の幸いであった、と振り返る者もいる。
　ところが、学校管理下においてさえ、児童生徒が地震に遭遇するのは、運動場や廊下など教室外であっ
たり、授業中のように指示してくれる教員がいなかったりすることも、可能性から見れば高いのである。
　さらに、子どもたちが学校にいる時間帯に自然災害が発生するとは限らない。むしろ、子どもたちが
年間を通して学校にいる確率は 10％少しと低い。避難訓練は、学校にいた時の子どもたちを守るため
だけに行われるのではない。学校外の日常の生活の中でも、子ども自らが適切な判断をして、危険を避
けるようになっている必要があり、その意識を高める役割がある。実際、「釜石の奇跡」と言われる岩
手県だけでなく、子どもたち自らの判断で避難し、ほとんど犠牲者がいなかった例もある。次に日本列
島を襲う地震や津波が、いつ発生するか、どの場所で生じるかは不明である。もし、その時が、休日や
深夜であれば、自分たちはどのように行動するかも想定して、避難訓練を実施することが求められる。

　②　新たな避難訓練への取り組み
　これまでの事例や現在各地で取り組まれている避難訓練などから、今後の実践的な避難訓練とし
て以下のような内容も考えられる。
　まず、いくら子どもたちの自主性や判断力を尊重し、自分で自分の身を守る行動を取るようにと言っ
ても、経験の少ない子どもたちは咄嗟の時に、戸惑うことも多くなる。また、根拠のない行動をとり、
そのために危険に陥ることも懸念される。そのため、事前に「落ちてこない、倒れてこない、移動し
てこない」を合言葉にして、安全な場所を探す指導をする学校も見られる。小学校の児童にとって、
意識しておくのは、「落ちてこない」、「倒れてこない」の二つの項目だけで十分と考える教員もいる。
しかし、中学校以上の生徒にとっては、学校の学習環境から、キャスター付きの椅子やテーブル、コピー
機なども周辺に存在することも多い。そのため、「移動してこない」場所も意識しておく必要がある。
　最近では、緊急地震速報の報知音（許可が必要）を活用し、教員の指示が伝わりにくい休み時間、
清掃時間中などに実施する学校も増えている。また、停電時も予想し、教員がメガホンなどによって
連絡を伝える避難訓練を行う学校もある。確かに学校全体で避難訓練を行うことが望ましいこともあ
る。しかし、クラス、学年単位でも避難訓練は行うこともできる。
　さらに学校単独だけでなく、時には地域、家庭と連携して実施する、もしくは、地域の自治体が主
催となる避難訓練に学校が積極的に関わることも現実的である。中学生や高校生になると、地域で保
護されるだけでなく、地域の支援者となることも期待される。そのため、自分たちよりも幼い園児や
児童を誘導して避難することも考えられ、このような地域の幼稚園や小学校と合同で避難訓練をする
ことの意義もある。また、学校で行われる地域の運動会などで、防災訓練が行われることもある。
　上のような避難訓練などを実施すること自体が、学校と地域との防災に対する連携や意識を高め
ることにもつながると言える。繰り返して述べるように、自然災害が発生した時、子どもたちは学
校よりも家庭や地域にいる可能性が高いため、子どもたちは自主的に地域の避難訓練などに参加す
ることを望みたい。
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　避難訓練では、地域の自然状況に応じたり、発生する可能性の高い自然災害を想定して行ったり
することが一般的である。しかし、最近では津波が発生する可能性がない地域でも津波避難訓練が
行われることがある。全く可能性がゼロではないために、備えることもあるが、この移動の著しい
時代、常に津波の可能性のない場所で生活しているとは限らない。特に子どもたちは、将来どこに
いるかもわからないのである。それらを踏まえて、もし、目の前の海が太平洋であったら、地震が
発生して、ここで津波が来そうになったら、という仮定の下、津波避難訓練を行うことは重要である。
　学校以外の場所でも校内での避難訓練を応用できる場合がある。例えば修学旅行先の宿舎で、避
難経路や非常口を最初に確認させる時間を確保するなど、様々な機会を利用することが望まれる。
　また、避難訓練は児童生徒たちだけが参加するのではない。教職員自身も対応を考える必要がある。
そのために、管理職以外、他の教員に知らせず、突然、訓練を実施する学校もある。

　③　引き渡しの課題
　昨今では、多くの学校で引き渡し訓練が行われるようになっている。しかし、引き渡し訓練だけ
のために保護者が来校することは効率的であるとは言えない。保護者が来校する様々な機会を見つ
けることが現実的である。例えば、授業参観日などを活用することも一つの方法である。体育館で
保護者、児童生徒が参集し、児童生徒の名簿をもとに、場合によっては保護者が記名して確認する
方法が多いが、児童生徒は教室に残って訓練を実施することもできる。引き渡し訓練でもマニュア
ルに則って行うだけでなく、実施してみて初めて気が付くことも多い。また、これに参加した保護
者からの忌憚のない意見も、訓練の改善にとっては重要である。
　しかし、大規模な災害発生時に引き渡しを行おうとしても、保護者と連絡がとれないことも考え
られる。そのため、日常から、どのような状況の時に、子どもたちを学校に留め置くのかを、あら
かじめ保護者に伝えておき、保護者もそれを理解しておく必要がある。
　保護者への引き渡しのタイミングが悪く、子どもが犠牲になった例もある。東北地方太平洋沖地
震発生後、その後の津波によって、宮城県石巻市の私立幼稚園の送迎マイクロバスが津波に巻き込
まれ、４～６歳の園児５人が死亡した。このことをめぐり、うち４人の園児の保護者がその年の８月、
津波警報が出ていたのに海沿いにバスを走らせるなど園の対応に問題があったとして、幼稚園を運
営する学校法人と当時の園長を相手取り、慰謝料など約２億 7000 万円を求める損害賠償訴訟を仙台
地裁に起こした。園長としては、大きな地震の後だけに一刻も早く保護者のもとに引き渡したかっ
たとのことである。
　この判決が平成 25 年９月、仙台地裁によって出された。結果として、幼稚園側の責任が問われ、
約１億 8000 万円の支払いが命じられた。地震発生後、津波の想定は可能であったのにも関わらず、
幼稚園側の情報収集が不十分であったことが指摘された。また、日常からの地震や津波に備えたマ
ニュアルの策定や避難訓練などが不徹底であったことも問われた。その結果として、幼稚園側に安
全配慮の義務を欠く、という判決がなされた。
　その後、この訴訟は控訴されたが、最終的に平成 26 年 12 月に仙台高裁で和解が成立した。防災
体制が不十分だったとして幼稚園側が法的責任を認めて遺族に謝罪し、遺族に計６千万円を支払う
ことになった。注目されるのは、高裁が和解勧告の理由として、和解条項に「園児らの犠牲が教訓
として記憶にとどめられ、後世の防災対策に生かされるようにする」を付記したことである。高裁
自らが和解条項に意見を付すという異例のことからも、この事故を普遍的に捉えようとする姿勢す
ら感じる。今後、多くの学校でも、このことを教訓とする必要がある。


